
環境計量証明業務 ＜土壌汚染調査＞ 

● 土地リスクの正しい把握が必要です 

   あなたの土地の土壌・地下水の汚染調査を実施し、土地リスクを正しく把握することを 

お勧めします 

   土壌汚染による健康被害抑制を目的とし「土壌汚染対策法」が平成１５年１月より全面的に施行さ

れています。 

 本法律では土壌汚染調査を行う者を、申請・審査により「指定調査機関」として位置付けています。 

  

弊社は「指定調査機関」に登録されており、従来より培ってきた豊富な経験、高度な分析技術で皆

様の土地リスク管理を支援します。是非ご相談下さい。 

  

◆ 調査計画から評価判定まで （「土壌汚染対策法」施行） 

（土壌・地下水汚染に係わる概略調査フロー） 

調査対象地（所有者） 

対象地概況調査 

使用実績なし 使用実績不明 

終 了 都道府県等 
報告 

対象地詳細調査 

調査命令 

非汚染 汚染 

都道府県等 

報告 

終 了 

対   策 

確認調査 

終   了 

対象地概況調査 

土壌・地下水汚染の有無を評価し、詳細 

調査を行なう範囲を設定するための調査 

● 揮発性有機化合物：表層土壌ガス調査 

● 重金属、有機化合物等：表層土壌調査 

                                 （５地点混合方式） 

対象地詳細調査 

汚染の三次元分布及び対策をとるべき範 

囲の設定について評価するための調査 

● ボーリング調査 

● 地下水調査 

弊社は、浄化対策としてバイオレメディエーション
技術を有しており、調査結果に基づき浄化対策の
ご提案を致します。 

提案 



環境計量証明業務 ＜土壌汚染調査＞ 

  

            土壌汚染対策法改正のポイント 

１．一定規模（３０００㎡）以上の土地改変時に調査義務が発生 

２．親子会社間での調査禁止 

３．処分土壌（マニュフェスト）の徹底管理 

－ 土壌汚染対策法が改定されました － 

 平成２１年４月より土壌汚染対策法が改正され、平成２１年４月１日より施
行されました。改正の大きなポイントと致しまして、下記の３点があります。 

※その他、条例などにより上乗せ基準を課している都道府県もあります。 

－ 迅速な汚染状況調査 － 

 土壌汚染調査の重要な要素と致しまして、迅速な対応が求められます。 

当社では、土壌ガス調査（第１種特定有害物質）の現地測定による現地での
汚染の有無についての即日判定、第２種、第３種特定有害物質につきましても、
試料の採取から汚染の有無の判定まで、最短３日で報告します。 

〔車載ガスクロマトグラフ〕 
 

■ 中感度： ＧＣ－310 

     (ＳＲＩ Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製) 

 

■ 検出器： ＰＩＤ、ＤＥＬＣＤ 

ガスクロマトグラフ搭載状況 

現 地 測 定 風 景 

（第１種特定有害物質） 

その他、土壌汚染についてお困りの場合、当社にご相談ください。 


